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『アジア経済』季刊化のお知らせ

『アジア経済』への投稿について

　『アジア経済』は，1960年の創刊以来，発展途上地域を対象とした専門誌として50年以上にわた
り月刊誌として刊行を続けてきましたが，より充実した学術誌を目指し，本号から年４回（６月，
９月，12月，３月）発行の季刊誌に移行することとなりました。
　季刊誌への移行による1号あたり掲載稿数の増加，査読の精確さを含め編集の質の一層の向上を
通じて誌面の充実を図り，読者並びに投稿者の皆様のご要望に沿うよう努力していく所存です。

　2012年6月

『アジア経済』編集部

・本誌は常時投稿を受け付けています。どなたでも自由に投稿できます。受け付ける原稿は，発展途上
地域（アジア，アフリカ，ラテンアメリカ，中東，オセアニア，旧ソ連・東欧圏など）を対象としたもので，
政治，経済，社会，法律などに関する論文，研究ノート，研究レビュー，資料，現地報告，研究機関紹介，
書評論文，書評などで，未発表のものに限ります。なお，本誌に掲載された原稿の内容に関するご意
見も投稿として受け付けます。

・提出された原稿は，当研究所職員・外部投稿者の別なく，当研究所内外の２名以上のレフェリーによ
る査読を経て，編集委員会において採用の可否を決定します。査読に当たっては，予断を排し客観性
を保つために，レフェリーに対しては原稿執筆者の名前を伏せて依頼し，原稿執筆者に対してもレフェ
リーの名前は通知しません。

・原稿の分量は，論文・研究ノートは４万字（400 字 ×100 枚），研究レビュー・資料・書評論文は３万
2000字，書評は 6400字，その他は１万 6000字までとします（制限字数を超える原稿はお受けできま
せん）。図表は，大小にかかわらず１点１枚（400 字）とします。400 字の要旨を必ず付けて下さい。
目次の一覧も付記して下さい。タイトルには英訳を付して下さい。原稿には投稿者の所属，肩書き，
および連絡先（住所，電話・FAX 番号，メールアドレス）を付記し，氏名にはフリガナとローマ字表
記を添えて下さい。オリジナルに必ずコピーを２部添えて提出して下さい。執筆要領は編集部宛に請
求して下さい（当研究所のホームページからもダウンロードできます。http://www.ide.go.jp/Japanese/ 
Publish/Periodicals/Ajia/pdf/yoko.pdf）。

・採用された原稿は，すべて署名原稿として扱います。
・採用された上，『アジア経済』に掲載された論文などの著作権は，アジア経済研究所に帰属するもの
とします（したがって，他所で当該論文などを転載，翻訳などする場合は，アジア経済研究所の許諾
が必要となります）。『アジア経済』に掲載された論文等を，アジア経済研究所が全文データベース
化し，電子媒体で公開することもありますのでご了承下さい。

・原稿は採用の可否にかかわらず返却しません。
・原稿の送り先，連絡先──〒261-8545　千葉県千葉市美浜区若葉 3 － 2 － 2 
　　独立行政法人日本貿易振興機構　アジア経済研究所研究支援部出版企画編集課『アジア経済』編集部
　　電話  043－299－9539　Eメールでも受け付けます。アドレスは ajiak＠ide.go.jpです。

　本誌の編集方針，企画の審議，原稿の審査は下記編集委員会が行っています。

　平成24年度編集委員会──委員長：平野克己，委員：内川秀二，久保慶一，駒形哲哉，川中　豪，

　　　　　　　　　　　　　　　　　佐藤　章，佐藤幸人，寳劔久俊，松原浩司，村山真弓

　平成24年度書評分科会──座　長：内山秀二，委員：岩﨑葉子，大塚健司，岡本郁子，狩野修二，

　　　　　　　　　　　　　　　　　小林昌之，坂口安紀，坂田正三，佐々木智弘，佐藤　創，

　　　　　　　　　　　　　　　　　辻田祐子，津田みわ，坪田建明，中村正志，橋口善浩，
　　　　　　　　　　　　　　　　　渡辺雄一
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『アジア経済』季刊化にあたって

本誌『アジア経済』は1960年の創刊以来，本年３月の第53巻第３号まで，通算595号を

発行してきました。本誌は，アジア経済研究所の和文機関誌としてつねに当所の歴史とと

もにあり，また日本の地域研究の発展とともに歩んできました。ここにいたるまで本誌に

はじつに多数の論考がよせられ，それを世に問うという重要な任務をはたせてきたことは

喜びにたえません。この文章にいま触れている読者の皆様と，日本の地域研究をささえて

こられた歴代の研究者の方々に，あらためて御礼申しあげます。

本誌は今号から年４回発行の季刊になります。ここ数年は論文投稿数の減少に呻吟しつ

つも月刊での発行を維持してきましたが，毎号100頁に満たない状態がつづき，これでは，

広大な地域と研究分野を網羅しなければならない地域研究のジャーナルとして任を果たし

えないと判断しました。複数の地域とテーマを毎回掲載できる学術誌として再生を期した

のです。季刊化への準備に１年をかけましたが，その間いろいろ調べていくなかで，投稿

の減少は本誌にかぎらず日本中の学術誌に共通してみられる現象であることがわかりまし

た。研究発表の形態が変化していること，ジャーナルの数が増えていること，そもそも研

究者の数が増えなくなっていることなどさまざまな要因があると思われます。時代の変化

に対応していかなければならないという思いとともに，地域研究全般を網羅した学術誌の

存在は守らなければならないというのがわれわれの信念です。

本誌「創刊の辞」において当所の始祖である東畑精一先生は「正しい意味における専門

的研究を育てたい」と書かれています。本誌はその意思を忠実に守ってきましたが，季刊

化を機にいっそうの発展を期して編集体制を強化しました。その一環として今号より所外

から編集委員をお招きし，ともに汗をかいていただく所存です。東畑先生はさらに「紙面

を広く公開し，天下の同好の士に開放して遍くその論考を求める」とも宣言されました。

その願いと使命感はいまも揺らぐことなくアジア経済研究所を貫いています。読者諸氏，

とくにこれからの地域研究を担っていく若き研究者諸姉諸兄には『アジア経済』をどうぞ

活用していただきたく，重ねてご愛顧をお願いいたします。

 2012年 晩春

日本貿易振興機構アジア経済研究所

和文機関誌編集委員会

委員長 平野克己
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ジェトロ・アジア経済研究所　研究職　募集要項

応募分野・資格

博士（または Ph.D.）の学位を有する者（2013年３月頃までに取得見込みの者を含む）で，以下の分野
の業務に従事できる者
⑴	 地域研究（地域研究，経営学，地理学，社会学，人口学，政治学，国際関係論，経済学，行政学，
経済史，政治史等のディシプリンを用いた，開発途上国が直面する諸問題に関する研究）

⑵	 開発研究（技術革新，貿易・投資，その他，開発途上国が直面する諸問題に関する理論・実証研究））

募集人員

若干名。ただし，テニュア・トラックでの採用もある。
（テニュア・トラックは，３年の任期付き採用であり，２年の延長があり得る。任期終了までに研究業
績の審査を行い，任期を定めない研究職員として採用するかどうかを決定する）

応募手続

以下１．～３．の手順に沿って応募手続きを行ってください。
１．受験者登録　
応募される方はウェブサイト（http://www.ide.go.jp/）から受験者登録を行い，受験者番号を取
得してください（受験者登録の後，登録されたE-mail アドレスに受験者番号が通知されます）。なお，
複数の分野の応募はできませんので，ご了承ください。
２．提出書類等
⑴　履歴書（写真貼付。研究所指定様式をウェブサイト（http://www.ide.go.jp/）よりダウンロー
ドして使用すること。）
⑵　志望動機書（A4版用紙一枚程度）
⑶　著書・論文・学会発表等の業績リスト
⑷　所属大学・研究機関等における所属長，類似研究分野の教授，研究者等の推薦状（提出可能な
者のみ）
⑸　博士学位論文の写し，主要な著書またはレフェリー付き学術誌に掲載された論文（コピー可）
　　※⑸については２点以内， １部ずつ
⑹　⑸について，それぞれ400字程度の概要
⑺　卒業・修了証明書（最終面接時に持参，大学学部以上すべての証明書。１年以内に発行された
もの。コピー可。）
⑻　返信用封筒（長3封筒に80円切手貼付の上，住所・氏名を明記すること。）
３．応募方法　　
下記提出先へ郵送のこと。提出の際には封筒の表に「研究職応募書類在中」及び「希望分野（地
域または開発）」を朱書のこと。なお，著書以外の応募書類は返却しません。
４．応募期間　　
2012年５月９日（水曜）から 2012年７月２日（月曜）17時00分まで　＜必着＞

選　　考

第１次選考：書類審査，論文審査
第２次選考：ジョブトーク（研究内容の発表）（７月23日の週を予定）
最 終 選 考：プレゼンテーション審査及び面接試験（７月下旬～８月上旬予定）
（※第２次選考のジョブトークについては，　７月中旬までに論文審査合格者と日程調整のうえ実施し
ます。）

勤務開始

2013年 4 月 1 日（予定）

待　　遇

本機構の規定による。

応募書類の提出先

〒261-8545　千葉県千葉市美浜区若葉3-2-2
　日本貿易振興機構アジア経済研究所　研究企画部　研究人材課　職員採用係

問合せ先

日本貿易振興機構アジア経済研究所　研究企画部　研究人材課　職員採用係
Email ：ide-recruit@ide.go.jp 　　 TEL ： 043-299-9400　　 FAX： 043-299-9724
※お問合せはできるだけ上記メールアドレス宛にお願いします。なお，選考内容については一切お答
え出来かねます。

個人情報の取扱について

募集に際して提出していただいた書類は，独立行政法人 日本貿易振興機構個人情報保護規程に則り厳
重に管理し，採用審査以外の用途に使用することはありません。また，これらの個人情報は正当な理由
なく第三者への開示，譲渡及び貸与を行うことは一切ありません。
個人情報保護管理責任者　　研究企画部　研究人材課長　　TEL ：043-299-9400



ジェトロ・アジア経済研究所　ライブラリアン　募集要項

応募資格

１．大学卒（2013年３月に卒業見込みの者を含む）又はそれ以上の学歴を有し，インドネシア語，ポ
ルトガル語，スペイン語，その他アジア諸語のいずれかに精通していること。

２．図書館司書資格を有するか，取得見込みであること。

募集人員

若干名

応募手続

以下１．～３．の手順に沿って応募手続きを行ってください。
１．受験者登録　
応募される方はウェブサイト（http://www.ide.go.jp/）から受験者登録を行い，受験者番号を取
得してください（受験者登録の後，登録されたE-mail アドレスに受験者番号が通知されます）。
２．提出書類等
⑴　履歴書（写真貼付。研究所指定様式をウェブサイト（http://www.ide.go.jp/）よりダウンロー
ドして使用すること。）
⑵　志望動機書（A4版用紙一枚程度）
⑶　学業成績証明書（学部以上すべての証明書。１年以内に発行されたもの。コピー可。）
⑷　卒業・修了証明書（最終面接時に持参，大学学部以上すべての証明書。1年以内に発行されたも
の。コピー可。）
⑸　司書資格取得に関する証明書（取得者のみ）
⑹　返信用封筒（角２封筒に120円切手貼付の上，住所・氏名を明記すること。）
３．応募方法　　
下記提出先へ郵送のこと。提出の際には封筒の表に「司書職応募書類在中」と朱書のこと。
４．応募期間　　
2012年５月９日（水曜）から 2012年７月２日（月曜）17時00分まで　＜必着＞

選　　考

第１次選考：書類審査
第２次選考：筆記試験（７月下旬予定）
　　　　　　　教養（図書館・情報学を含む）試験，小論文試験
　　　　　　　語学試験２カ国語
　　　　　　　�（英語を必須とし，インドネシア語，ポルトガル語，スペイン語，その他アジア諸語の

いずれか１カ国語を選択する）
最 終 選 考：面接試験（8月中旬予定）
　　　　　　（※詳細は書類審査の合格発表時（７月中旬）にお知らせします。）

勤務開始

2013年 4 月 1 日（予定）

待　　遇

本機構の規定による。

応募書類の提出先

〒261-8545　千葉県千葉市美浜区若葉3-2-2
　日本貿易振興機構アジア経済研究所　研究企画部　研究人材課　職員採用係

問合せ先

ジェトロ・アジア経済研究所　研究企画部　研究人材課　職員採用係
Email ：ide-recruit@ide.go.jp 　　 TEL ： 043-299-9400　　 FAX： 043-299-9724
※お問合せはできるだけ上記メールアドレス宛にお願いします。なお，選考内容については一切お答
え出来かねます。

個人情報の取扱について

募集に際して提出していただいた書類は，独立行政法人 日本貿易振興機構個人情報保護規程に則り厳
重に管理し，採用審査以外の用途に使用することはありません。また，これらの個人情報は正当な理由
なく第三者への開示，譲渡及び貸与を行うことは一切ありません。
個人情報保護管理責任者　　研究企画部　研究人材課長　　TEL ：043-299-9400



『アジア経済』季刊化のお知らせ

『アジア経済』への投稿について

　『アジア経済』は，1960年の創刊以来，発展途上地域を対象とした専門誌として50年以上にわた
り月刊誌として刊行を続けてきましたが，より充実した学術誌を目指し，本号から年４回（６月，
９月，12月，３月）発行の季刊誌に移行することとなりました。
　季刊誌への移行による1号あたり掲載稿数の増加，査読の精確さを含め編集の質の一層の向上を
通じて誌面の充実を図り，読者並びに投稿者の皆様のご要望に沿うよう努力していく所存です。

　2012年6月

『アジア経済』編集部

・本誌は常時投稿を受け付けています。どなたでも自由に投稿できます。受け付ける原稿は，発展途上
地域（アジア，アフリカ，ラテンアメリカ，中東，オセアニア，旧ソ連・東欧圏など）を対象としたもので，
政治，経済，社会，法律などに関する論文，研究ノート，研究レビュー，資料，現地報告，研究機関紹介，
書評論文，書評などで，未発表のものに限ります。なお，本誌に掲載された原稿の内容に関するご意
見も投稿として受け付けます。

・提出された原稿は，当研究所職員・外部投稿者の別なく，当研究所内外の２名以上のレフェリーによ
る査読を経て，編集委員会において採用の可否を決定します。査読に当たっては，予断を排し客観性
を保つために，レフェリーに対しては原稿執筆者の名前を伏せて依頼し，原稿執筆者に対してもレフェ
リーの名前は通知しません。

・原稿の分量は，論文・研究ノートは４万字（400 字 ×100 枚），研究レビュー・資料・書評論文は３万
2000字，書評は 6400字，その他は１万 6000字までとします（制限字数を超える原稿はお受けできま
せん）。図表は，大小にかかわらず１点１枚（400 字）とします。400 字の要旨を必ず付けて下さい。
目次の一覧も付記して下さい。タイトルには英訳を付して下さい。原稿には投稿者の所属，肩書き，
および連絡先（住所，電話・FAX 番号，メールアドレス）を付記し，氏名にはフリガナとローマ字表
記を添えて下さい。オリジナルに必ずコピーを２部添えて提出して下さい。執筆要領は編集部宛に請
求して下さい（当研究所のホームページからもダウンロードできます。http://www.ide.go.jp/Japanese/ 
Publish/Periodicals/Ajia/pdf/yoko.pdf）。

・採用された原稿は，すべて署名原稿として扱います。
・採用された上，『アジア経済』に掲載された論文などの著作権は，アジア経済研究所に帰属するもの
とします（したがって，他所で当該論文などを転載，翻訳などする場合は，アジア経済研究所の許諾
が必要となります）。『アジア経済』に掲載された論文等を，アジア経済研究所が全文データベース
化し，電子媒体で公開することもありますのでご了承下さい。

・原稿は採用の可否にかかわらず返却しません。
・原稿の送り先，連絡先──〒261-8545　千葉県千葉市美浜区若葉 3 － 2 － 2 
　　独立行政法人日本貿易振興機構　アジア経済研究所研究支援部出版企画編集課『アジア経済』編集部
　　電話  043－299－9539　Eメールでも受け付けます。アドレスは ajiak＠ide.go.jpです。

　本誌の編集方針，企画の審議，原稿の審査は下記編集委員会が行っています。

　平成24年度編集委員会──委員長：平野克己，委員：内川秀二，久保慶一，駒形哲哉，川中　豪，

　　　　　　　　　　　　　　　　　佐藤　章，佐藤幸人，寳劔久俊，松原浩司，村山真弓

　平成24年度書評分科会──座　長：内山秀二，委員：岩﨑葉子，大塚健司，岡本郁子，狩野修二，

　　　　　　　　　　　　　　　　　小林昌之，坂口安紀，坂田正三，佐々木智弘，佐藤　創，

　　　　　　　　　　　　　　　　　辻田祐子，津田みわ，坪田建明，中村正志，橋口善浩，
　　　　　　　　　　　　　　　　　渡辺雄一
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独立行政法人日本貿易振興機構　アジア経済研究所　研究支援部出版企画編集課
261-8545  千葉市美浜区若葉3-2-2　　tel. 043-299-9735　fax. 043-299-9736

§ § § § § § § § § § § § § § § § § § § § § § § §

§ § § § § § § § § § § § § § § § § § § § § § § §

アジア経済研究所の最近の刊行書

◆研究双書〈Ａ５判，上製本〉 （価格は消費税込価格です）

588 中国の水環境保全とガバナンス──太湖における制度構築に向けて 大塚健司編 274 p. 3570円
589 アジアの産業発展と技術者 佐藤幸人編 168 p. 2205円
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 ──新時代の輸出指向開発戦略
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 ──朝鮮民主主義人民共和国における産業構造と経済管理
594 新興諸国における高齢者生活保障制度 宇佐見耕一編 273 p. 3570円
 ──批判的社会老年学からの接近
595 ラオスにおける国民国家建設 山田紀彦編 354 p. 4725円
 ──理想と現実
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◆その他
アジア動向年報　2012 〈Ａ５判・上製本・本文２色刷〉アジア経済研究所編 618 p. 6615円
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